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序章　研究背景・目的・意義
わが国において介護現場における身体拘束廃止
の取り組みが行われるようになり，約15年の歳月
が経過しているが，未だに身体拘束を伴うケアが
提供されている実態が存在している．介護現場に
おいて身体拘束を伴うケアが実施されている背景
は次の2点が考えらえる．第1に，身体拘束廃止の
取り組みが始まった当初に比べ，身体拘束に対す
る考え方が変化しており，身体拘束となる11の具
体的禁止行為以外にも，利用者の行動を制限して
しまっていると考えられる行為が存在しており，
結果的に利用者に対して「不適切なケア」が提供
されてしまっているという実態が存在しているこ
と．第2に介護職員の変化や人材不足の問題等によ
り，「緊急やむを得ない」として身体拘束が行われ
ている実態が増えており，その結果，長期的に身
体拘束を伴うケアに発展してしまっているという
実態が存在していることである．
介護現場における身体拘束は，法律上原則禁止
とされてはいるが，上記のように身体拘束に対す
る捉え方の変化や「緊急やむを得ない」を理由と
する身体拘束の実態が増加傾向にある等から，未
だに介護現場において身体拘束を伴うケアの実態
が存在しており，介護現場における身体拘束廃止
について検討していくことは喫緊の課題であると
いえる．
 以上のことから，本論では「緊急やむを得ない」
を理由として行われている身体拘束に焦点を当て，
介護現場における「緊急やむを得ない」身体拘束
の現状と廃止に向けた取り組みの視座について検
討していくことを目的とする．
具体的には次の5点の研究枠組みをもとに検討を
する．①「緊急やむを得ない」として身体拘束を
行わざるを得ない背景の検討．②介護現場におけ
る身体拘束の捉え方の検討．③「緊急やむを得ない」
を理由として行われる身体拘束に対する社会福祉
専門職としての認識．④研修事業に参加したこと
による施設職員の認識の変化．⑤研修事業に参加
した職員が施設に戻ったことによる身体拘束に対
する認識の変化ならびに身体拘束廃止への取り組
みの変化である．
本研究の意義は次の4つである．①身体拘束に
対する捉え方を整理することによって，今後介護
現場において身体拘束をどのように考えていくべ
きなのかを明確にできる点．②法律上，虐待行為
とされていない「緊急やむを得ない」を理由とす
る身体拘束に焦点を当てることにより，「緊急やむ
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を得ない」を理由としても，結果的に利用者に対
して身体拘束を実施しているという事実には変わ
りのないことを明確に出来る点．③法律上，虐待
行為とされていない「緊急やむを得ない」を理由
とする身体拘束に対して，利用者の人権を守る立
場にあるソーシャルワーカーが，身体拘束を用い
て利用者の生命や安全を守ることについて，どの
ように認識をしているのかを明確にできる点．④
研修事業に参加したことによる施設職員の変化な
らびに施設全体の変化を明確にすることによって，
身体拘束廃止の取り組みとして研修事業が有効で
あるということを見出せる点である．
第1章　「緊急やむを得ない」を理由とする身
体拘束の背景に関する検討
本章では，介護現場において「緊急やむを得な
い」を理由に身体拘束を伴うケアが行われる実態
が増え続けている中で，何故「緊急やむを得ない」
として身体拘束を行わざるを得ないのか，その要
因について先行文献を通じて明らかに，「緊急やむ
を得ない」として身体拘束を行わざるを得ない背
景について検討を行った．
介護現場において，「緊急やむを得ない」として
身体拘束を行わざるを得ない要因として次の7点が
考えられた．①介護労働者が不足しているという
問題．②身体拘束に関する知識を持っている職員
が不足しているという問題．③BPSD（行動・心理
症状）の症状に対するケアなど，認知症高齢者に
対するケアが介護現場において確立されていない
という問題．④利用者の生命や安全を守るための
対策というリスクマネジメントとの関係．⑤利用
者家族との関係．⑥認知症高齢者に対するエイジ
ズムとの関係．⑦法制度との繋がりである．
これらの要因から，介護現場において「緊急や
むを得ない」として身体拘束を行わざるを得ない
背景について検討を行った結果，①「例外3原則（切
迫性・非代替性・一時性）」の明確な判断基準が定
まっておらず，最終的には施設側と利用者家族側
の判断をもとに「緊急やむをえない」として身体
高速が実施されているということ．②BPSDの症状
に対する理解が介護現場において進んでいない等，
認知症高齢者に対するケアが確立されていないと
いう2点が考えられた．
第2章　身体拘束の現状から見る身体拘束の
捉え方
身体拘束廃止の取り組みが始まって約15年の歳
月が経過している中で，施設環境や入居者の状況
の変化により，身体拘束に対する捉え方が変化し
ており，法律側面での対応いわゆる“Abuse”の
考えに基づく対応だけではなく，広義に身体拘束
を捉えていくことが必要になってきているといえ
る．そこで本章では，広義に虐待を捉える概念と
して用いられている“Maltreatment”と“Mistreat-
ment”の概念における虐待の捉え方について精査し，
介護現場における身体拘束の捉え方について検討
を行った．
Sociological Abstracts（ProQuest）にて，“Elder 
Abuse”，“Elder Maltreatment”，“Elder Mistreat-
ment”をキーワードに検索を行い，各概念におけ
る高齢者虐待と捉え方の傾向を見た結果，全体的
に“Abuse”の概念をもとに高齢者虐待を捉えて
いるという傾向が高い現状がある一方，近年では
“Maltreatment”・“Mistreatment”の概念をもと
に高齢者虐待を捉えてきている傾向が増えてきて
いることが明らかになった．
“Elder Maltreatment”の定義については，海外
ではValentineら（1986）によって検討がされてお
り，身体的虐待（Elder abuse），心理的虐待・ネ
グレクト（Elder Neglect），権利侵害（Violation 
of Rights）を包含する概念として捉えられている．
日本では児童虐待の分野において，高橋ら（1997）
や中谷（1999）によって検討がされており，虐待
（Abuse），心理的虐待（emotional abuse），ネグレ
クト（Neglect）を包含する概念として捉えられて
いる．
“Elder Mistreatment”の定義については，海外
ではBonnieら（＝2008）によって検討がされてお
り，ネグレクト，権利侵害を含み，介護に関わる
人たちが意図したか否かに関わりなく危害を与え
ることという意味を持つ概念として捉えられてい
る．日本では，“Elder Mistreatment”に対する
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概念定義は存在していないが，近い概念としては，
認知症介護研究・研修仙台センター（2008：2009），
武田（2010），和田（2014）らにより検討がなされ
ており，「介護を受ける人が，自身の介護に関わる
すべての人の行為に対して，結果的に虐待や不適
切なケアと感じてしまう行動」という意味を持つ
概念として捉えられている．
以上，両概念における虐待の捉え方について検
証した結果，現在の介護現場では，身体拘束とな
る具体的禁止行為以外にも，利用者の行動を制限
してしまっていると考えられる行為，すなわち利
用者に対する「不適切なケア」の実態が多く存在
していることから，“Mistreatment”の概念におけ
る虐待の捉え方を参考にすることが有効であると
考え，“Mistreatment”の概念における虐待の捉え
方をもとに，身体拘束に対する捉え方を検討した
結果，①身体拘束禁止令や介護保険法の指定基準，
高齢者虐待防止法による「法制度レベル」での対応，
「身体拘束ゼロへの手引き」に基づく「行政レベル」
での対応，社会福祉専門職の専門性に基づく「専
門職レベル」での対応の3つレベルで捉えていくこ
とが必要であると考えられた．
介護現場において，法律に基づく対応，「身体拘
束ゼロへの手引き」に基づく対応を行っていくこ
と大変重要なことであるが，介護現場の状況が変
化し，身体拘束に対する考え方が変化している状
況の中において，「法律レベル」や「行政レベル」
での対応だけではなく，社会福祉専門職の専門性
に基づく対応が今後重要になってくると考えられ
る．
第3章　介護現場における「緊急やむを得な
い」身体拘束行為に対する意識と問題点
本章では，介護現場において「緊急やむを得な
い」を理由として身体拘束を行う必要性が高くなっ
てきている現状がある中で，実際に利用者の安全
や生命を守り，利用者の生活を支援している立場
にある介護職員が，身体拘束を伴い，利用者の安
全や生命を守ることについてどのように意識して
いるのかを明らかにしたうえで，「緊急やむを得な
い」身体拘束の廃止に向けた今後の課題について
考察を行った．
2015年2月～ 3月，A県にある特別養護老人ホー
ム5施設185名の職員（有効回答129，回収率69.7％）
に対し「緊急やむを得ない」身体拘束の意識に関
する質問紙調査を実施した．その結果，介護現場
における「緊急やむを得ない」身体拘束の現状に
ついては，①身体拘束行為については，11の具体
的禁止行為に該当するものに関しては，身体拘束
行為になると考えており，具体的禁止行為には該
当しない行為に関しては，「ベッドをステーション
前に移動させる」等の行為については，身体拘束
行為になると考えている傾向にある一方，「セン
サーマットをつける」，「綿の手袋や軍手を使用す
る」等の行為について，身体拘束行為にはならな
いと考えている傾向にあるということ．②「例外3
原則」に該当する場合，自傷行為または暴力行為
が見られた際には，「緊急やむを得ない」身体拘
束が必要になると考えていること．③「緊急やむ
を得ない」を理由として身体拘束を行うにしても，
違法性の身体拘束と同様の問題点があると認識し
ているということ．④「緊急やむを得ない」とし
て身体拘束を判断する際には「利用者の生命や安
全を最優先にやむを得ず身体拘束を行うべきなの
か」，「利用者の人権や尊厳を最優先に身体拘束を
行うべきではない」という2つの価値観が対立し，
倫理的ジレンマを抱えていることが明らかになっ
た．
今後の課題については，①センサーマット等，
具体的禁止行為には該当しない行為であったとし
ても，利用者の状態や状況に適した使用方法でな
い場合には，結果的に利用者の行動を制限してし
まうことに繋がってしまい，利用者に対して「不
適切なケア」を提供してしまっていることに繋がっ
てしまう行為であるという認識を持つこと．②そ
れぞれの専門職の立場での専門性における身体拘
束に対する考え方を理解したうえで，「緊急やむを
得ない」身体拘束がどうあるべきものなのかとい
う共通の考えを持つこと．③スーパービジョン体
制を構築する等，介護職員のストレスマネジメン
トに対する取り組みを行っていくこと．④身体拘
束に関する学びの場である研修会に，施設職員が
参加できる体制を構築していくことが必要である
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と考えられた．
第4章　社会福祉士の「緊急やむを得ない」身
体拘束行為に対する認識と問題点
本章では，利用者の生活と人権を守る立場であ
る社会福祉士が，法律上認められている「緊急や
むを得ない」身体拘束に対して，どのように認識
をしているのかを明らかにしたうえで，「緊急やむ
を得ない」身体拘束の廃止に向けた今後の課題に
ついてソーシャルワークの視点から考察した．
2015年2月～ 3月，日本社会福祉士会会員（対象
100，有効回答33，回収率33.0％）に対し「緊急や
むを得ない」身体拘束の認識に関する質問紙調査
を実施した．その結果，「緊急やむを得ない」身体
拘束への認識については，①身体拘束行為につい
ては，11の具体的禁止行為に関しては，身体拘束
行為と認識しており，具体的禁止行為には該当し
ない行為に関しては，「ベッドをステーション前に
移動させる」等の行為については，身体拘束行為
であるいうと認識している傾向にあるが，「セン
サーマットをつける」等の行為については，身体
拘束行為にはならないと認識している傾向にある
ということ．②「例外3原則」に該当する場合，自
傷行為または暴力行為が見られた際に，「緊急やむ
を得ない」身体拘束が必要となると考えているこ
と．③「緊急やむを得ない」として身体拘束を行
う場合においても，利用者の生活の質や人権を侵
害する高齢者虐待として扱われる違法性の身体拘
束と同等の問題点があるという認識をしていると
いうこと．④「緊急やむを得ない」身体拘束を判
断する際には，「利用者の生命や安全を守るために
身体拘束を行うべきなのか」，「利用者の人権と尊
厳を守るために行うべきではない」という2つの価
値観が対立し，倫理的ジレンマを抱えていること
が明らかになった．
今後の課題については，①「緊急やむを得ない」
として身体拘束を行うことが，利用者にとってど
のような価値を与えることになるのかを，ソーシャ
ルワーカーとしての普遍的な価値に沿って考えて
いくこと．②センサーマット等の使用については，
援助者側の価値観で判断するのではなく，利用者
の視点に立ち，利用者の状況や状態を適切に理解
した上で，適切な使用方法を検討していくこと．
③「緊急やむを得ない」として身体拘束を行うこ
とに対して抱えている不安や悩みに対して，スー
パービジョン体制を構築し，ソーシャルワーカー
に対する支援を行っていくこと．④ソーシャルワー
カーとして，身体拘束を行わない援助実践の中心
的役割を担っていくことが必要であり，そのため
にも，身体拘束廃止について学べる機会を，所属
施設や所属機関が設けていくことが必要であると
考えられた．
第5章　研修会参加職員の意識変化から見る
身体拘束廃止研修事業の効果と課題
本章では，身体拘束廃止に関する研修会に参加
した施設職員が，研修会の参加を通じて，「緊急や
むを得ない」を含む身体拘束について，どのよう
に意識が変化したのか，そして研修についてどの
ように感じたのかを明らかにしたうえで，研修の
効果と評価，研修事業の今後の課題について考察
した．
平成25年度にX県が主催して行われた身体拘束
廃止に関する研修会に参加していた12施設の施設
職員を対象に，研修会開始前と修了後の2回に分け，
質問紙調査を実施した．
研修会の効果については，研修会参加を通じて，
身体拘束については「必要ではない」という意識
が強まった事，また「緊急やむを得ない」として
行われている身体拘束については，違法性と呼ば
れる身体拘束と同様に，「不適切なケア」であると
いう意識付けを行えたことにより，一定の効果が
あったと考えられた．研修の評価については，①
研修会が実施したプログラムについては，研修会
開始前では，各プログラムに対し「期待している」
と回答していたのに対し，研修会修了後では，各
プログラムに対し，ほとんどの職員が「期待通り
であった」と回答している点．②身体拘束に対す
る取り組みの再確認が出来たことや人権や尊厳、
利用者視点での身体拘束の取り組みの視座を得ら
れたことを理由に，研修会に対して満足している
という回答が得られたことから，評価の高い満足
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のいく研修であったと考えられた．
今後の課題については，マンパワー不足による
見守りの限界や自傷行為や他の利用者への暴力行
為への回避などを理由に，「緊急やむを得ない」と
して身体拘束を行うことが必要であるという認識
があること，プログラム内容の物足りなさ等を理
由に研修会に対して満足できなかったという回答
があることから，①リスクマネジメントに対する
プログラムの必要性，②認知症ケアに対するプロ
グラムの必要性，③研修会参加者へのフォローアッ
プの時間を設けていくが必要であると考えられた．
第6章　研修会修了後の施設から見る身体拘
束廃止研修事業の効果と施設の役割
身体拘束廃止に関する研修事業は重要な取り組
みの一つである一方，研修を受けた施設が，研修
会後にどのように変化したのかについては，検証
されていないのが現状である．本章では，研修を
受けた職員が自施設に戻った事により，認知症ケ
アがどのように変化していったのか，「緊急やむを
得ない」を含む身体拘束について，研修を受ける
前後でどのように認識の変化があったのか，研修
を受けた施設として，どのような役割があると感
じているのかについて明らかにし，研修事業の効
果と評価，研修を受けた施設としての役割につい
て考察した．
調査は2014年11月～ 2015年1月にかけ，平成25
年度にX県が主催して行われた身体拘束廃止に関
する研修会に参加していた12施設のうち，調査協
力を得られた5施設18名の職員に対して，インタ
ビュー調査を実施した．
その結果，研修会の効果を検討した結果，①研
修会に参加したことで身体拘束がどのような行為
であるのか，身体拘束を行わないためにはどのよ
うな意識が必要で，どのような取り組みが必要で
あるのかという認識が施設全体で深まった．②施
設職員全体の認知症ケアならびに身体拘束に関す
る知識の理解が見られた．③施設における利用者
に対する関わり方やケアのあり方が変化したこと，
緊急時における身体拘束廃止の取り組みが進めら
れるようになったことから，一定の効果があった
と考えられた．
今後の役割としては，①内部の職員意識を高め，
覚悟をもって身体拘束をしない介護を実践してい
くこと．②他の施設や利用者家族と身体拘束に対
する共通の理解と認識を持つことが重要であり，
その働きかけを行う中心的な役割を担っていくこ
と．③どのような行為が，利用者の行動を制限し
てしまうことに繋がってしまうのか，「不適切なケ
ア」を提供してしまうことに繋がってしまうのか
を，研修会に参加した施設が中心となり検討を行
い，その結果を他施設や利用者家族と共有し，介
護に関わるすべての人と具体的禁止行為に該当し
ない行為について考えていくための中心的な役割
を担っていくこと．④利用者の行動を制限しない
ための声掛けやセンサーマットを使用することの
意味を，他の施設と連携を取りながら，共通の認
識を持って取り組んでいくための中心的な役割を
担っていくことが必要であると考えられた．
第7章　総合的考察
本章では，総合的考察として，第1章から6章ま
での先行文献検討ならび実証調査をもとに，現在
の介護現場における身体拘束行為の捉え方と「緊
急やむを得ない」身体拘束をせざるを得ない現状，
今後の介護現場における「緊急やむを得ない」身
体拘束廃止に向けた取り組みに向けた視座につい
て考察した．
現在の介護現場における身体拘束の捉え方につ
いて，第3章から第6章の実証調査結果をもとに第2
章で検討した枠組みの再検討を行った．その結果，
「法律レベル」，介護保険法や高齢者虐待防止法の
規定に基づく対応．「行政レベル」では，身体拘束
行為ならびに「緊急やむを得ない」身体拘束の必
要性の判断を，「身体拘束ゼロへの手引き」に明記
されている基準に基づいて対応していくこと．「専
門職レベル」では，センサーマットの過剰使用や
スピーチロック等，具体的禁止行為には該当しな
いが，結果的に利用者の行動を制限してしまって
いる，利用者に対して「不適切なケア」を提供し
てしまっている行為，すなわち「非意図的虐待行為」
について，社会福祉専門職としての専門性に基づ
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いて対応していくことが必要であると考えられた．
介護現場における「緊急やむを得ない」として
身体拘束が行われている現状については，次の3
つの状況に当てはまった場合に必要性があると認
識している．①利用者の生命を守ることが必要と
なった場合．②身体拘束以外の安全確保の方法が
ないと判断された場合．③利用者自身や他の利用
者，介護者に対して危害が及ぶ行為が見られた場
合である．
今後の介護現場における「緊急やむを得ない」
身体拘束廃止に向けた取り組みに向けた視座につ
いて，次の5つが考えられる．①「緊急やむを得ない」
という名目で身体拘束を行うことは認められてい
るが，結果的に利用者に対して人権や尊厳を侵害
する身体拘束を実施しており，「不適切なケア」を
提供してしまっているということを，施設職員と
利用者家族双方で認識し，ともに「緊急やむを得
ない」身体拘束を行わないケアについて考えてい
くこと．②「緊急やむを得ない」として身体拘束
を行うことが，利用者自身の欲求であるのかどう
か，「緊急やむを得ない」として身体拘束を行うこ
とが，利用者の存在を尊重することに繋がるかど
うかを，利用者の立場に立って検討し，利用者の
尊厳が尊重される形で「緊急やむを得ない」とし
て身体拘束の必要性を判断していくこと．③BPSD
の症状による行動の理解や発生原因について理解
する，BPSDの症状に対するアセスメントスキルや，
BPSDの症状に対するケアを向上させる等，社会福
祉専門職としての認知症ケアに対する理解とスキ
ルを向上させること．④利用者本人が安全・安心
に落ち着いた生活が出来るよう生活環境を構築す
るなど利用者に対するリスクマネジメント，施設
職員の不安や悩み等を解消できるようスーパービ
ジョン体制を構築する等，施設職員に対するリス
クマネジメントを構築し，「緊急やむを得ない」と
して身体拘束を行わないためのリスクマネジメン
ト体制を構築すること．⑤施設職員が身体拘束に
関する知識を身に着け，身体拘束廃止への取り組
みが行えるよう，外部での研修事業参加への推進
など，身体拘束について学習することのできる機
会を提供していくことが必要であると考えること
が出来た．
終章　本論文の結論と今後の課題
終章では，本研究の結論として，今後の介護現
場における身体拘束の捉え方，本研究の今後の課
題について述べている．
今後の介護現場における身体拘束の捉え方につ
いて，4象限の枠組みに分け検討を行った．縦軸を
「緊急性」の判断基準として「緊急性が高い」と「緊
急性が低い」に分け，横軸を身体拘束に対する判
断基準として，「行政レベル」と「専門職レベル」
に分けた．この2つの軸によって作られた4つの象
限の類型として，「例外3原則に基づく判断基準」（第
1象限），「個の尊厳の尊重」（第2象限），「非意図的
虐待行為」（第3象限），「11の具体的禁止行為」（第
4象限）の4つを設定した．身体拘束の取り組みが
行われて15年の歳月が経過している中で，取り組
みが始まった当初に比べ，身体拘束に対する考え
方も変化してきている．今後は，法制度や行政レ
ベルでの対応だけではなく，社会福祉専門職とし
ての専門性に基づく「緊急やむを得ない」として
身体拘束への判断，身体拘束行為への判断を行っ
ていくことが求められている．
本研究の今後の課題については以下の4点である．
①本研究では身体拘束に対する捉え方について検
討を行ったが，身体拘束に対する考え方や捉え方
は，施設環境の実態などの変化等により大きく変
化してくるため，今後は本研究で明らかにした枠
組みをもとに，実態に合わせて再検討していく必
要がある．②本研究では，身体拘束廃止研修事業
の効果と評価について検討したが，一定の期間の
中での検証であったこともあり，今後は長期的な
検証をもとに，研修事業の効果について検討して
いく必要がある．③本研究では，「緊急やむを得な
い」身体拘束に対する認識を，社会福祉士と介護
職員への調査をもとに，社会福祉専門職としての
認識を明らかにすることが出来たが，一部の専門
職ならびに地域を対象としているため，対象とな
る専門職ならびに地域を拡大し，再度検証してい
くことが必要である．④本研究は，専門職として
の認識と研修事業の効果について検討を行ったが，
それぞれの調査対象者には繋がりがなく，今後は
研修事業の有効性をより明確にするため，研修事
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業と繋がった形での認識調査を行っていく必要が
ある．
0617482 v01 東洋大学_社会福祉研究No.10.indb   59 2017/07/19   16:03:43
